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(百万円未満切捨て)
１．2024年３月期の連結業績（2023年４月１日～2024年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期 19,493 5.3 3,885 19.7 3,877 19.3 2,625 12.8

2023年３月期 18,506 4.2 3,246 34.5 3,250 33.0 2,328 41.6
(注) 包括利益 2024年３月期 2,644百万円( 12.1％) 2023年３月期 2,357百万円( 58.3％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2024年３月期 219.10 － 25.9 26.6 19.9

2023年３月期 194.02 － 27.8 26.1 17.5
(参考) 持分法投資損益 2024年３月期 －百万円 2023年３月期 －百万円

(注)当社は、2022年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割をいたしました。
前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2024年３月期 15,718 10,950 69.7 914.49

2023年３月期 13,408 9,287 69.3 773.95
(参考) 自己資本 2024年３月期 10,950百万円 2023年３月期 9,287百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2024年３月期 3,553 △1,127 △1,003 8,381

2023年３月期 3,278 △696 △549 6,966

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2023年３月期 － 21.00 － 43.00 64.00 767 33.0 9.2

2024年３月期 － 32.00 － 46.00 78.00 935 35.6 9.2

2025年３月期(予想) － 42.00 － 42.00 84.00 35.3

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 10,300 5.0 2,150 1.7 2,150 1.1 1,470 1.8 122.76

通 期 20,500 5.2 4,200 8.1 4,200 8.3 2,850 8.5 238.01



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

新規 －社 (社名) 、除外 －社 (社名)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2024年３月期 12,000,000株 2023年３月期 12,000,000株

② 期末自己株式数 2024年３月期 25,644株 2023年３月期 198株

③ 期中平均株式数 2024年３月期 11,984,215株 2023年３月期 11,999,833株

(注)１.当社は、2022年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割をいたしました。
前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して期末発行済株式数（自己株式を含む)、
期末自己株式数、期中平均株式数を算定しております。

２.期末自己株式数及び期中平均株式数については、役員向け株式交付信託の保有する当社株式を
控除対象の自己株式に含めて算定しております。

(参考) 個別業績の概要
１．2024年３月期の個別業績（2023年４月１日～2024年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期 19,028 5.4 3,401 21.2 3,363 20.8 2,291 14.4

2023年３月期 18,047 3.7 2,806 33.8 2,785 33.3 2,003 41.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2024年３月期 191.20 －

2023年３月期 166.93 －

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2024年３月期 15,579 9,455 60.7 789.61

2023年３月期 13,229 8,118 61.4 676.58

(参考) 自己資本 2024年３月期 9,455百万円 2023年３月期 8,118百万円

２．2025年３月期の個別業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 10,000 4.4 1,900 1.3 1,300 1.5 108.57

通 期 20,000 5.1 3,700 10.0 2,500 9.1 208.78

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、当社としてその達成を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。上記予想に関連する事項につきましては、添付資料５ページの
「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、一部に弱めの動きがみられたものの、企業収益は改善しており、業況感

は良好な水準を維持するもとで、景気は緩やかに回復しています。

情報サービス産業におきましては、顧客のデジタル変革（DX）に対する投資意欲は底堅く、製造業の情報化投資

は堅調に推移しました。

このような経営環境において、当社グループは、2026年度を最終年度とする６ヵ年の経営計画「経営Vision 2026

改訂版」のもと、主要顧客である製造業のビジネス環境の変化に、当社グループの強みを活かした製品・サービス

で支援すべく、製造業のDX推進やグローバル展開等の経営課題解決に取り組むとともに、サステナビリティへの貢

献にも取り組んでおります。

当連結会計年度の主な取組みは次のとおりです。

・ERPシステムと多様なシステム・サービスとを連携した複合型ソリューションの提供を通じて、顧客の業務効率化

を推進するとともに、多様な商材の知見・ノウハウの蓄積を図りました。

・自社開発製品の機能強化と有力パートナーとの連携推進により、ソリューションポートフォリオの拡充と製造業

のデジタル化を指向する「ものづくりデジタライゼーション」の推進に取り組み、提供ソリューションの高付加

価値化に努めました。

・自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品の機能強化・拡充に努めました。特に2024年４月の機能強化版

リリースに向け、「mcframe」のSaaS型製品の開発を促進いたしました。

・製造業のビジネスモデル変革や革新的なサービスの開発を支援するために、システム導入後に蓄積されるデータ

の価値を最大化するビジネスやユーザー共創型ビジネスを推進しました。特に、進化する医薬品製造（細胞医療、

連続生産等）への対応に向けて、製薬業界との共創に取り組みました。

・海外においては、現地の受注活動や開発体制の強化を図るべく、東京本社と現地法人・現地パートナーとの一体

的な顧客支援体制を一層拡充しました。さらに、フィリピン、ベトナムでの「mcframe」シリーズ製品の販売拡大

を目指し、現地パートナーへの出資を行うことで関係強化を図りました。また、従来の顧客の海外拠点のIT化に

加え、日本本社と海外拠点の連携を可能とするクラウドを活用したシステム・サービスの提供を強化いたしまし

た。

・人材こそが当社グループの競争力の源泉であるという認識のもと、人材を資本として捉え、その価値を最大限に

引き出すことで中長期的な企業価値向上を図るため、人材採用、人材育成・定着、エンゲージメント向上、働き

方改革およびダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン等による人的資本経営の推進に取り組みました。

・顧客の社会課題解決に寄与するデジタル化支援やサステナビリティ活動を支援する製品・サービスの開発・提供

に努めました。また、ESG関連方針の制定やマテリアリティ（重要課題）の特定を行ったほか、温室効果ガス排出

量（Scope1＋2）の削減目標を設定し、当社グループのサステナビリティを巡る課題への対応を進めました。

・中長期的な成長と企業価値の向上を目指し、主に製品開発、人材・人的資本、技術力・体制の強化、これら三つ

の領域に対し重点的に投資を行いました。

当連結会計年度の業績につきましては、受注・売上・利益ともに過去最高を連続更新いたしました。

受注高および売上高につきましては、堅調な情報化投資のもとで、ソリューション事業の受注・売上増加と、プ

ロダクト事業のライセンス販売増加等により、受注高19,955百万円（前期比3.8％増）、売上高19,493百万円（前期

比5.3％増）となり、ともに過去最高を連続更新いたしました。また、ライセンス販売が好調に推移し、mcframeラ

イセンス売上高は4,364百万円（前期比14.9％増）となり、過去最高を連続更新いたしました。利益面につきまして

は、売上高増加による利益増に加え、ソリューション事業においてプロジェクトの採算性が向上したことやプロダ

クト事業のライセンス販売が伸長したほか、システムサポート事業の採算性も向上していることなどから、営業利

益3,885百万円（前期比19.7％増）、経常利益3,877百万円（前期比19.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益

2,625百万円（前期比12.8％増）となり、各々８期連続で過去最高益を更新いたしました。
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セグメント別の業績は次のとおりです。

なお、当社グループは2023年４月１日付で組織改正を行っており、プロダクト事業からソリューション事業へ一

部案件を移管しております。前連結会計年度との比較・分析にあたっては、当該組織改正を遡って適用した後の数

値を用いております。

① ソリューション事業

他社開発ERPパッケージ製品をベースとしたコンサルティング、システム構築等を主に行う事業です。

・継続的な顧客との関係深化に取り組み、顧客のニーズを中長期的な視点で捉えた積極的な提案活動に注力いた

しました。機械・精密機器、製薬、食品、化学等の多様な業界からの受注獲得を図りました。

・ERPシステムを主に、製造実行管理システム、サプライチェーン・経営管理の計画立案やデータ分析を行うシス

テムおよびクラウドベースのソリューションの提供に注力いたしました。

・当事業が強みを持つ付加価値の高い領域に注力するとともに、プロジェクト採算性向上に努め、利益面は伸長

いたしました。

当セグメントの受注高は12,980百万円（前期比0.9％増）、売上高は12,767百万円（前期比2.4％増）、セグメン

ト利益は3,244百万円（前期比13.3％増）となりました。

② プロダクト事業

自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品をビジネスパートナーを通じて販売するとともに、同製品をベ

ースとしたコンサルティング、システム構築等を行う事業です。

・主力製品「mcframe 7」の機能強化をはじめとして、顧客のグローバルビジネス展開やデジタル化推進に寄与す

る機能の強化に取り組むとともに、製造現場の作業効率向上や作業技能習得に寄与するIoTサービスの機能強化

を図るなど、「mcframe」ブランドの訴求力向上に注力いたしました。

・多数のイベント・セミナーを開催し、積極的な販売促進活動を展開いたしました。

・長期的にビジネスパートナーおよびエンジニアリングパートナーの拡大と関係強化に取り組んできたことが新

規顧客・案件の獲得につながりました。また、主力製品の「mcframe7」およびその周辺ソリューションの販売

が増加したことで、ライセンス販売は伸長しました。

当セグメントの受注高は6,477百万円（前期比8.5％増）、売上高は6,326百万円（前期比12.8％増）、セグメント

利益は2,024百万円（前期比22.3％増）となりました。

③ システムサポート事業

顧客に導入したシステムの運用・保守を主に、これらを通じた提案・追加開発等を行う事業であり、子会社のビ

ジネスシステムサービス株式会社が展開しています。

・顧客システムのライフサイクルサポートの充実に取り組みました。

・安定した収益・利益の基盤構築を目指し、新規顧客・案件の拡大に努めるとともに、サービス品質および生産

性の向上に注力し、採算性が向上いたしました。

当セグメントの受注高は497百万円（前期比29.3％増）、売上高は398百万円（前期比5.9％減）、セグメント利益

は498百万円（前期比10.7％増）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

(資産の部）

流動資産につきましては、現金及び預金の増加、受取手形、売掛金及び契約資産の増加等により、前連結会計

年度末と比較して1,761百万円増加し、12,583百万円となりました。なお、当連結会計年度末の総資産に占める流

動資産の比率は80.1％であります。

また、固定資産につきましては、無形固定資産の取得が無形固定資産の減価償却額を上回ったこと、投資有価

証券の取得による増加、有形固定資産の取得が有形固定資産の減価償却額を上回ったこと等により、前連結会計

年度末と比較して548百万円増加し、3,135百万円となりました。

これらの結果、資産の部の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末と比較して2,309百万円増加し、15,718

百万円となりました。



ビジネスエンジニアリング㈱（4828） 2024年３月期 決算短信

4

(負債の部）

負債の部の当連結会計年度末残高は、未払法人税等の増加、前受金の増加等により、前連結会計年度末と比較

して646百万円増加し、4,767百万円となりました。

(純資産の部）

純資産の部の当連結会計年度末残高は、親会社株主に帰属する当期純利益を計上したことによる増加、剰余金

の配当による減少、役員向け株式交付信託による自己株式の取得による減少等により、前連結会計年度末と比較

して1,663百万円増加し、10,950百万円となりました。

以上の結果、当連結会計年度末の自己資本比率は、前連結会計年度末と比較して0.4ポイント増加し、69.7％と

なりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して1,414百万円増加し、8,381百

万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3，877百万円を計上し、法人税等の支払額767

百万円、減価償却費703百万円、売上債権の増加265百万円、未払消費税等の減少199百万円、前受金の増加184百

万円等により、全体として3,553百万円の収入（前期比274百万円収入増）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得及び無形固定資産の取得（自社開発ERPパッケージ

「mcframe」の開発投資等）による支出、投資有価証券の取得による支出等により、全体として1,127百万円の支

出（前期比431百万円支出増）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払による支出等により、全体として1,003百万円の支出（前

期比454百万円支出増）となりました。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

自己資本比率(％) 65.1 69.3 69.7

時価ベースの自己資本比率(％) 202.3 268.5 286.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(％) 0.0 0.0 0.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 549.7 1,334.5 1,450.9

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

２ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により計算しています。

３ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

４ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象とし

ています。
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（４）今後の見通し

今後のわが国経済は、海外経済が緩やかに成長していくもとで、緩やかな回復を続けるものと見込まれておりま

す。

引き続き、製造業の情報化投資は総じて堅調に推移することが見込まれております。

このような状況におきまして当社グループは、経営計画「経営Vision 2026 改訂版」を推進し、顧客との関係深

化によるニーズの汲み取りや自社開発製品「mcframe」のビジネスパートナー等との関係強化を通じた受注獲得に努

めるとともに、採算確保に努めて参ります。また、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現するため、成長

投資への経営資源の配分を推進して参ります。主にR&D、事業開発、人財、ビジネス基盤およびM&Aに係る成長投資

に重点的に経営資源を配分していく予定です。

当社グループの次期の連結業績の見通しにつきましては、増収増益を見込んでおり、経営計画で掲げる業績目標

の達成に向け、着実に進捗する予定です。

【連 結】
第２四半期

連結累計期間
（前期比） 通 期 （前期比）

売 上 高 10,300百万円 （5.0％増） 20,500百万円 （5.2％増）

営業利益 2,150百万円 （1.7％増） 4,200百万円 （8.1％増）

経常利益 2,150百万円 （1.1％増） 4,200百万円 （8.3％増）

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,470百万円 （1.8％増） 2,850百万円 （8.5％増）

（５）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当

当社は、当社を取り巻く事業環境の見通し、業績見込み、当社の財務体質等を総合的に勘案して、株主への利益

還元に努めております。株主還元は、配当金の支払いにより行う方針であり、累進配当および連結配当性向が中長

期的に35％を上回るよう努めることを基本方針としております。また、配当の回数は、中間配当と期末配当の年２

回行うことを基本方針としております。

内部留保金につきましては、競争力強化のための投資等に充当して、事業基盤の安定と業績の向上に活用してお

ります。

上記の方針に基づき、当期の期末配当金は、１株につき普通配当46円を予定しており、既に実施しております中

間配当金１株につき32円と合わせ、当期の年間配当金は１株につき78円となる予定です。これにより、当期の年間

配当金は、９期連続増配、過去最高となる見込みです。

2025年３月期の配当金につきましては、上記の方針に基づき、年間配当金は１株につき84円（中間配当金42円、

期末配当金42円）とする予定です。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社、連結子会社２社、非連結子会社５社で構成され、情報サービス事業を展開しております。

セグメントは「ソリューション事業」、「プロダクト事業」、「システムサポート事業」であります。

各セグメントの事業内容と事業の系統図は次のとおりであります。

(1) ソリューション事業

他社が開発したERPパッケージ製品を主に利用し、企業の情報システムを設計、開発、導入するサービスを提供す

る事業であります。

取扱う主な会社 当社

(2) プロダクト事業

当社が開発したERPパッケージ製品をパートナー企業を通じて販売するとともに、同製品を利用して企業の情報シ

ステムを設計、開発、導入するサービスを提供する事業であります。

取扱う主な会社 当社、Business Engineering America, Inc.

(3) システムサポート事業

基幹業務システムを導入した企業に対して、システムの運用・保守を始めとする支援サービスを提供する事業で

あります。

取扱う主な会社 ビジネスシステムサービス株式会社
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、情報技術（IT）の新たな価値を顧客の成功のために活用する企業グループとして、製造業を始

めとする幅広い業種にわたる顧客のビジネス変革を支援しております。

高度化・複雑化・グローバル化する顧客のニーズに応えるべく、先端技術の評価・導入を通して、高品質のソフ

トウェア製品やサービスの提供に努めて参ります。

【経営理念】

顧客満足を第一としたプロフェッショナル集団として、新たな価値創造を通じて社会に貢献する。

【ブランドステートメント】

未来まで、よりそい抜く

【パーパス】

世の中に創造業を増やす

（２）目標とする経営指標

当社グループは、継続的な業容の拡大を通じた企業価値の向上を経営目標としております。経営指標といたしま

しては、株主資本当期純利益率（ROE）を重視し、その向上に努めて参ります。

（３）中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題

・・・・・経営環境と中長期的な当経営環境と中長期的な当経営環境と中長期的な当経営環境と中長期的な当経営環境と中長期的な当社グループの経営戦社グループの経営戦社グループの経営戦社グループの経営戦社グループの経営戦略略略略略

当社グループは、主要顧客である製造業のビジネス環境の変化に対し、当社グループの強みを活かした製品・サ

ービスで製造業を支援すべく、経営計画「経営Vision 2026 改訂版」の「４つの柱」の戦略に取り組んで参りま

す。

＜＜＜＜＜顧客のビジネス環境の変顧客のビジネス環境の変顧客のビジネス環境の変顧客のビジネス環境の変顧客のビジネス環境の変化化化化化＞＞＞＞＞

１．デジタル・トランスフォーメーション

「2025年の崖」、COVID‐19の影響に対応する術としてのデジタル・トランスフォーメーションが今後もさらに

加速。

２．製造業のビジネスモデル変革

大量生産・大量消費の時代の終焉とともに社会の価値観がシフトするなかで、製造業のビジネスモデル変革が

進行。

３．グローバリゼーション

世界経済の多極化と日本市場の縮小に伴い、海外移転が進行。COVID‐19の影響により、グローバルサプライチ

ェーンに対するニーズが変化。

４．持続可能な社会の実現（サステナビリティ）

持続可能な社会の実現に向けて、地球環境への負担を減らし、社会課題の解決に向けた取り組みが企業に求め

られる。

＜＜＜＜＜BBBBB-----EEEEENNNNN-----GGGGGの強みとリソーの強みとリソーの強みとリソーの強みとリソーの強みとリソーススススス＞＞＞＞＞

・製造業のIT支援の実績

20年以上にわたり、製造業のIT化を支援してきた実績。（※1）

・自社プロダクトの製品企画・開発力

技術力とノウハウを活かし、高い評価を得られる自社製品の開発力。

・顧客との信頼関係

20年の間に積み上げてきた信頼に基づく顧客との強固な関係と課題解決力。

・グローバル展開の実績

世界25か国での展開実績をベースとした豊富な経験とノウハウを活かし、グローバル展開を支援。

※１ 当社が事業を開始した1999年４月以前より、当社の前身である東洋エンジニアリング株式会社の工場システ

ム化支援事業からの30年以上の実績を有する。
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＜＜＜＜＜４４４４４つのつのつのつのつの柱柱柱柱柱＞＞＞＞＞

① 「ものづくりデジタライゼーション」（※２）の拡大

「ものづくりデジタライゼーション」による業務効率化のためのDXを推進し、製品・サービスの最適な提供を

図る。

② 「変革のためのDX」の推進

顧客のビジネスモデル変革を支援するとともに、新しい形のビジネス創出により自社のビジネス変革を図る。

③ グローバル支援の強化

日系製造業のグローバル展開を継続的に強化し、ビジネス拡大を図る。

④ サステナビリティへの貢献

当社の強みを活かした社会課題解決への取り組みを通じて、持続可能な社会の実現に貢献する。

※２ 「ものづくり」に関わる業務のデジタル化によって効率化を実現し、ビジネスの変革につなげること。

・・・・・対処すべき課対処すべき課対処すべき課対処すべき課対処すべき課題題題題題

緩やかな景気の回復が続くと見込まれるもとで、引き続き情報化投資は総じて堅調に推移することが期待されま

す。

このような状況において、上述の経営計画「経営Vision 2026 改訂版」を推進し、事業機会の創出と取扱い商

材・サービスの拡充に取り組むとともに、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現するため、次に取り組ん

で参ります。

・システムインテグレーションの品質・生産性の向上と採算確保、不採算案件の抑制。

・顧客との関係深化、顧客ニーズを捉えた提案力・課題解決力の強化、顧客との共創ビジネス推進、有力パート

ナーとの連携強化、ビジネスパートナーとの関係強化。

・顧客の利用形態（所有型・利用型）ニーズに対する柔軟性向上。SaaS型の製品・サービスの拡充によるSaaSビ

ジネスの強化。

・製造業のサステナビリティを支える、社会課題解決に貢献する製品・サービスの拡充。

・人材採用、人材育成・定着、エンゲージメント向上、働き方改革およびダイバーシティ、エクイティ＆インク

ルージョン等による人的資本経営の推進。

・サステナビリティ活動およびマテリアリティへの取組み推進、コーポレート・ガバナンスの継続的な改善、事

業継続活動の強化。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループでは日本基準を採用することとしています。

なお、諸情勢を考慮の上、IFRS（国際財務報告基準）適用についても検討を進めてまいります。
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５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,966,947 8,381,943

受取手形、売掛金及び契約資産 3,261,012 3,526,528

仕掛品 2,487 9,228

その他 591,179 665,546

流動資産合計 10,821,627 12,583,247

固定資産

有形固定資産

建物 234,415 249,600

減価償却累計額 △182,226 △183,148

建物（純額） 52,188 66,451

工具、器具及び備品 412,516 457,760

減価償却累計額 △333,819 △354,291

工具、器具及び備品（純額） 78,696 103,468

有形固定資産合計 130,885 169,920

無形固定資産

ソフトウエア 1,341,840 1,622,421

その他 5,524 4,969

無形固定資産合計 1,347,364 1,627,390

投資その他の資産

投資有価証券 371,714 538,888

敷金 295,985 298,661

繰延税金資産 316,819 375,263

その他 129,768 130,449

貸倒引当金 △5,499 △5,499

投資その他の資産合計 1,108,787 1,337,762

固定資産合計 2,587,038 3,135,073

資産合計 13,408,665 15,718,321
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 498,809 422,634

短期借入金 100,000 100,000

未払費用 537,503 535,416

未払法人税等 406,246 969,646

前受金 1,128,019 1,312,757

賞与引当金 693,722 784,470

役員賞与引当金 80,000 47,900

品質保証引当金 22,507 18,942

受注損失引当金 23,334 －

その他 631,280 560,749

流動負債合計 4,121,422 4,752,518

固定負債

役員株式給付引当金 － 15,387

固定負債合計 － 15,387

負債合計 4,121,422 4,767,906

純資産の部

株主資本

資本金 697,600 697,600

資本剰余金 565,273 565,273

利益剰余金 8,033,699 9,759,510

自己株式 △304 △81,175

株主資本合計 9,296,267 10,941,208

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11,979 37,643

為替換算調整勘定 △21,005 △28,437

その他の包括利益累計額合計 △9,025 9,206

純資産合計 9,287,242 10,950,415

負債純資産合計 13,408,665 15,718,321
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

売上高 18,506,410 19,493,075

売上原価 11,511,527 11,640,305

売上総利益 6,994,883 7,852,770

販売費及び一般管理費 3,748,481 3,967,367

営業利益 3,246,402 3,885,403

営業外収益

受取利息 14 1

受取配当金 9,964 14,588

助成金収入 356 250

その他 1,479 1,304

営業外収益合計 11,815 16,144

営業外費用

支払利息 2,456 2,454

為替差損 365 2,053

支払手数料 3,999 19,042

その他 1,052 592

営業外費用合計 7,875 24,142

経常利益 3,250,342 3,877,404

税金等調整前当期純利益 3,250,342 3,877,404

法人税、住民税及び事業税 851,883 1,313,867

法人税等調整額 70,214 △62,259

法人税等合計 922,098 1,251,608

当期純利益 2,328,244 2,625,796

親会社株主に帰属する当期純利益 2,328,244 2,625,796
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当期純利益 2,328,244 2,625,796

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 41,570 25,664

為替換算調整勘定 △11,855 △7,432

その他の包括利益合計 29,715 18,232

包括利益 2,357,959 2,644,028

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,357,959 2,644,028

非支配株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

為替換算調

整勘定

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 697,600 565,273 6,251,448 △156 7,514,164 △29,590 △9,149 △38,740 7,475,423

当期変動額

剰余金の配当 △545,993 △545,993 △545,993

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,328,244 2,328,244 2,328,244

自己株式の取得 △147 △147 △147

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

41,570 △11,855 29,715 29,715

当期変動額合計 － － 1,782,250 △147 1,782,103 41,570 △11,855 29,715 1,811,818

当期末残高 697,600 565,273 8,033,699 △304 9,296,267 11,979 △21,005 △9,025 9,287,242

当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

為替換算調

整勘定

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 697,600 565,273 8,033,699 △304 9,296,267 11,979 △21,005 △9,025 9,287,242

当期変動額

剰余金の配当 △899,985 △899,985 △899,985

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,625,796 2,625,796 2,625,796

自己株式の取得 △80,870 △80,870 △80,870

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

25,664 △7,432 18,232 18,232

当期変動額合計 － － 1,725,811 △80,870 1,644,940 25,664 △7,432 18,232 1,663,172

当期末残高 697,600 565,273 9,759,510 △81,175 10,941,208 37,643 △28,437 9,206 10,950,415
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,250,342 3,877,404

減価償却費 699,857 703,341

賞与引当金の増減額（△は減少） △167,631 90,748

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 30,000 △32,100

品質保証引当金の増減額（△は減少） △1,408 △3,564

受注損失引当金の増減額（△は減少） 7,173 △23,334

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） － 15,387

受取利息及び受取配当金 △9,979 △14,590

支払利息 2,456 2,454

為替差損益（△は益） 365 2,053

売上債権の増減額（△は増加） 207,621 △265,516

棚卸資産の増減額（△は増加） 4,966 △6,741

前渡金の増減額（△は増加） △131,005 △37,852

仕入債務の増減額（△は減少） 79,585 23,873

未払消費税等の増減額（△は減少） 163,469 △199,626

前受金の増減額（△は減少） 144,954 184,738

その他 17,562 △7,492

小計 4,298,330 4,309,185

利息及び配当金の受取額 9,979 14,590

利息の支払額 △2,456 △2,449

法人税等の支払額 △1,027,250 △767,776

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,278,602 3,553,549

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △32,021 △51,235

無形固定資産の取得による支出 △679,411 △935,439

投資有価証券の取得による支出 － △137,694

その他 14,806 △3,409

投資活動によるキャッシュ・フロー △696,626 △1,127,778

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △147 △80,870

配当金の支払額 △544,813 △898,977

その他 △4,099 △23,495

財務活動によるキャッシュ・フロー △549,061 △1,003,343

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,855 △7,432

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,021,059 1,414,996

現金及び現金同等物の期首残高 4,945,888 6,966,947

現金及び現金同等物の期末残高 6,966,947 8,381,943
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称

ビジネスシステムサービス株式会社

Business Engineering America, Inc.

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称

Toyo Business Engineering (Thailand)Co., Ltd.

Toyo Business Engineering Holding (Thailand)Co., Ltd.

Toyo Business Engineering Singapore Pte. Ltd.

畢恩吉商務信息系統工程（上海）有限公司

PT. Toyo Business Engineering Indonesia

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社５社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

非連結子会社及び関連会社の名称

非連結子会社

Toyo Business Engineering (Thailand)Co., Ltd.

Toyo Business Engineering Holding (Thailand)Co., Ltd.

Toyo Business Engineering Singapore Pte. Ltd.

畢恩吉商務信息系統工程（上海）有限公司

PT. Toyo Business Engineering Indonesia

持分法を適用しない理由

持分法を適用していない非連結子会社５社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、Business Engineering America, Inc.の決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。
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４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっておりま

す。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品は、個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっ

ております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、建物附属設備のうち2016年4月1日以降に取得したものについては定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８～18年

工具、器具及び備品 ２～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間(主に５年)に基づく定額法によっ

ております。

販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間(３年)における見込販売数量及び見込販売収益に基づく償

却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に支給すべき賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金

役員に支給すべき賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

④品質保証引当金

客先納入後の品質保証等の費用の支出に備えるため、実績率に基づき算出した発生見込額を計上しておりま

す。また、品質確保に際し、個別に見積可能な費用については発生見込額を見積計上しております。

⑤受注損失引当金

受注案件に係る将来の損失に備えるため、進行中の案件のうち当連結会計年度において損失が発生すると見込

まれ、かつ、その金額を合理的に見積可能なものについては、翌連結会計年度以降の損失見積額を計上しており

ます。

⑥役員株式給付引当金

「株式交付規程」に基づく当社の取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）への当社株式の

交付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。
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(4) 重要な収益及び費用の計上基準

収益及び費用の計上基準

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する時点(収益を認識する時点)は以下のとおりであります。

１．受注案件

受注案件については、顧客との請負契約や準委任契約に基づき、他社開発ERPパッケージ製品や自社開発ERPパ

ッケージ製品を利用し、顧客の情報システムの設計、開発や導入を支援する履行義務を負っています。

上記に係る収益は、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサー

ビスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて一定期間にわたり収益を認識しております。履行義務の充足

に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した原価が、原価総額の見積りに占める割合に基づいて

行っております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることはできないが、発生する原価を回

収することが見込まれる場合は原価回収基準にて収益を認識しております。

２．ライセンス販売

自社開発ERPパッケージ製品のライセンス販売については、ライセンス販売契約に基づき、ライセンスを供与す

る履行義務を負っています。

上記に係る収益は、使用権の場合には、顧客に納入した時点で収益を認識しております。また、アクセス権の

場合には、顧客との契約期間に基づき一定期間にわたり収益を認識しております。

３．保守サービス

保守サービスについては、顧客との保守サービス契約に基づいて保守サービスを提供する履行義務を負ってい

ます。

上記に係る収益は、顧客との保守サービスの提供期間に応じて、履行義務を充足するにつれて、一定の期間に

わたり収益を認識しております。

４．商品の販売

商品の販売については、顧客との販売契約に基づき、ハードウェアやソフトウェアを引き渡す履行義務を負っ

ています。

上記に係る収益は、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。
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(追加情報)

（役員向け株式交付信託）

当社は、当連結会計年度より、当社の取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く。）に対し、信

託を用いた株式報酬制度（以下「本制度」という。)を導入しております。

本制度は、取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く。）の報酬等と当社の株式価値との連動性

をより明確にし、取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く。）が株価の変動による利益・リスク

を株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とし

ております。

１．取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」という。）が当社の普通株式（以下

「当社株式」という。）を取得し、当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通

じて各取締役に対して交付されるという株式報酬制度です。

なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

信託期間は、2023年８月から2026年８月までの約３年間とします。ただし、信託期間の延長を行うことがありま

す。

２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式と

して計上しております。当連結会計年度の当該株式の帳簿価額及び株式数は80,682千円及び25,400株であります。

(セグメント情報等)

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについて国内及び海

外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「ソリューショ

ン事業」「プロダクト事業」「システムサポート事業」の３つを報告セグメントとしております。

「ソリューション事業」は、他社が開発したERPパッケージ製品を主に利用し、企業の情報システムを設計、開発、

導入するサービスを提供する事業であります。

「プロダクト事業」は、当社が開発したERPパッケージ製品をパートナー企業を通じて販売するとともに、同製品を

利用して企業の情報システムを設計、開発、導入するサービスを提供する事業であります。

「システムサポート事業」は、基幹業務システムを導入した企業に対して、システムの運用・保守を始めとする支

援サービスを提供する事業であります。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格

に基づいております。

３ 報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは、2023年４月１日付で組織改正を行っており、プロダクト事業からソリューション事業に一部案

件を移管しております。

これにより遡及適用前の前連結累計期間と比較し、ソリューション事業の売上高は783,980千円増加、セグメント

利益は220,460千円増加しており、プロダクト事業の売上高は783,980千円減少、セグメント利益は265,668千円減少し

ております。
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4 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２

ソリュー
ション

プロダクト
システム
サポート

計

売上高

外部顧客への売上高 12,473,256 5,609,651 423,503 18,506,410 － 18,506,410

セグメント間の内部
売上高又は振替高

12,573 13,183 1,946,452 1,972,209 △1,972,209 －

計 12,485,829 5,622,835 2,369,955 20,478,620 △1,972,209 18,506,410

セグメント利益 2,862,875 1,656,087 450,162 4,969,125 △1,722,723 3,246,402

セグメント資産 2,793,457 2,008,816 1,604,689 6,406,963 7,001,701 13,408,665

その他の項目

減価償却費 111,253 544,612 6,984 662,850 37,006 699,857

(注) １ 調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額△1,722,723千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。

(2)セグメント資産の調整額7,001,701千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産等であります。

(3)減価償却費の調整額37,006千円は、全社資産等に係る減価償却費であります。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２

ソリュー
ション

プロダクト
システム
サポート

計

売上高

外部顧客への売上高 12,767,931 6,326,724 398,419 19,493,075 － 19,493,075

セグメント間の内部
売上高又は振替高

13,998 10,333 1,958,005 1,982,338 △1,982,338 －

計 12,781,929 6,337,058 2,356,424 21,475,413 △1,982,338 19,493,075

セグメント利益 3,244,952 2,024,947 498,294 5,768,195 △1,882,791 3,885,403

セグメント資産 2,973,612 2,323,107 1,962,423 7,259,143 8,459,178 15,718,321

その他の項目

減価償却費 103,855 550,619 4,023 658,497 44,844 703,341

(注) １ 調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額△1,882,791千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。

(2)セグメント資産の調整額8,459,178千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産等であります。

(3)減価償却費の調整額44,844千円は、全社資産等に係る減価償却費であります。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

１株当たり純資産額 773円95銭 914円49銭

１株当たり当期純利益 194円02銭 219円10銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

潜在株式が存在しないため

記載しておりません。
同 左

(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 9,287,242 10,950,415

普通株式に係る期末の純資産額 (千円) 9,287,242 10,950,415

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数

(株) 11,999,802 11,974,356

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) 2,328,244 2,625,796

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) 2,328,244 2,625,796

普通株式の期中平均株式数 (株) 11,999,833 11,984,215

３ 当社は、2022年６月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を実施いた

しました。１株当たり情報の各金額は、前連結会計年度の期首に株式を分割したと仮定して算定しており

ます。

４ 株主資本において自己株式として計上されている役員向け株式交付信託に残存する自社の株式は、１株当

たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前連結会計年度は該当な

く、当連結会計年度においては15,572株であります。

１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数については、前連結会計年度は該当な

く、当連結会計年度においては25,400株であります。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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６．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

① 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前期比(％)

ソリューション事業 12,767,931 2.4

プロダクト事業 6,326,724 12.8

システムサポート事業 398,419 △5.9

合計 19,493,075 5.3

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。

２ 金額は、販売価格によっております。

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

② 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％)

ソリューション事業 12,980,688 0.9 4,178,108 5.4

プロダクト事業 6,477,818 8.5 2,153,854 7.5

システムサポート事業 497,078 29.3 135,781 265.8

合計 19,955,585 3.8 6,467,744 7.7

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

③ 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前期比(％)

ソリューション事業 12,767,931 2.4

プロダクト事業 6,326,724 12.8

システムサポート事業 398,419 △5.9

合計 19,493,075 5.3

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。


